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ブランド・イメージはブランド研究における重要概念の 1 つであり、これまで多くの研究が行わ

れてきた。本稿ではこのブランド・イメージに着目し、議論を行っている。はじめに、そもそもブ

ランド・イメージがなぜ重要なのかという点をブランド研究のレビューを通じて明らかにしている。

次に、ブランド・イメージ研究の網羅的なレビューを行いその概念の特徴や測定手法、今後の課題

について整理している。 
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Ⅰ．はじめに 

苛烈な競争が繰り広げられている今日の市場において、企業が競争優位を得るためには消費者

とブランドとの間に強固な関係性を構築・維持すべきだという認識が共有されている（Aaker 2014; 

Fournier 1998; 久保田 2018）。消費者が特定のブランドとの間に強固な関係性を構築すると、その

ブランドに対して価格プレミアムを支払ってでも継続購買したり、肯定的なクチコミを行うため

である（Keller 2008）。 

消費者がブランドとの間に関係性を構築するのは、そのブランドから様々な便益を得られるた

めである。その便益にはたとえば、当該ブランドが有する機能を高め保証する機能的便益、消費・

所有に伴う感情を高める情緒的便益、当該ブランドを用いた自己表現を可能にする自己表現的便

益、他者と結びつける社会的便益がある（Aaker 2014; Hsieh 2002）。そしてその便益の源泉となる

のは消費者が有するブランド知識であることがブランド研究では共通の認識になっている（Keller 

1998, 2008）。それゆえ、ブランディングにおいてはブランド知識の管理が重要な課題である。 

ブランド知識に注目すると、それはブランドを知っているかどうかを示すブランド認知とブラ

ンドの何を知っているかというブランド・イメージに分けることができるが、本稿では後者のブ

ランド・イメージに注目したい。ブランドの価値は、消費者が特定のブランドから何を連想する

かによって決定される部分が大きいためである。本稿ではこのブランド・イメージについて、な

ぜブランド・イメージに注目することが重要なのかといったブランド・イメージ研究の背景に当
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たる議論から丁寧に整理していきたい。そして、ブランド・イメージとは具体的に何を示してい

るのか、またそれはいかに測定し、消費者に対してどういった影響を及ぼすのかについて先行研

究を網羅的にレビューしながら明らかにしたい。最後に、これらを踏まえてブランド・イメージ

研究が取り組むべき今後の課題について論じ、ブランド・イメージ研究のこれまでとこれからを

まとめたい。 

 

Ⅱ．ブランド 

１．ブランド概念への関心の高まり 

本稿ではブランド・イメージに着目して議論を行う。そのため、そもそもなぜブランド・イメー

ジに関する議論が必要なのかをここでは整理しておきたい。そのはじまりは、Aaker（1991）によ

る研究である。ブランド・エクイティ概念が Aaker（1991）によって提唱されて以降、ブランド 1）

に着目した研究が世界中で行われてきた。その流れは今日まで続いており、2000 年代にも 2010

年代にも様々な角度からブランド研究をまとめた論文や書籍が発表されている（e.g. Aaker 2014; 

Keller and Lehmann 2006; 久保田 2018; 田中 2017）。ここでブランド・エクイティとは「ブラン

ド、その名前やシンボルと結びついたブランドの資産と負債の集合である。そしてエクイティは、

企業かつまたは企業の顧客への製品やサービスの価値を増やすか、または減少させるもの（邦訳

pp.20-21）」と定義され、企業やその顧客に対して様々な恩恵を与えることが指摘されている。こ

の概念が提唱されたことにより、企業は長期的視野に立ってブランドを育成することで競争優位

を獲得できることが知られるようになった。それまでは、ブランドといえば他社ないしは他社商

品との差別化の手段として捉えることが一般的であり、ブランド名の重要性が強調される程度で

あった。ブランド・エクイティ概念が登場したことによって、ブランドの位置づけは単なるネー

ミングのような「手段としてのブランド」から様々なマーケティング活動を行った「結果として

のブランド」へと大きく変化したのである（青木 2011）。 

Aaker（1991）によると、ブランド・エクイティは 5 つの要素から構成される。それぞれ、（1）

ブランド・ロイヤルティ（当該ブランドの継続率、購買頻度）、（2）ブランド連想（当該ブランド

から連想されるイメージ）、（3）ブランド認知（当該ブランドの認知度）、（4）知覚品質（消費者

が判断する品質の高さ）、（5）その他の所有権のある資産（特許や商標等）である。これら 5 つの

要素については Aaker（1991）以前にも個別に注目されることはあった。たとえば、ブランド・

ロイヤルティについては Cunningham（1956）や Jacoby and Chestnut（1978）、和田（1984）が、ブ

ランド連想（イメージ）については Gardner and Levy（1955）が先駆的な研究をしている。これ

までにも個別概念が注目されてきたのであれば、ブランド・エクイティという概念の意義はどこ

にあるのか。青木（2011）は、それぞれの概念をブランド・エクイティという概念の下で包括的

にまとめ、それが顧客や企業にもたらす価値を示した点に意義があると述べる。その結果、人々
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のブランドへの意識が大きく変化したのである。 

Aaker（1991）の研究以降、ブランドが長期的な競争優位を獲得する上で極めて重要であること

が知られるようになり、様々な視点からブランド研究が進むことになる。そのなかで、たとえば、

消費者が特定のブランドとの間に構築・維持する関係性、いわゆるブランド・リレーションシッ

プに注目した研究がでてきたり（e.g. Fournier 1998; 久保田 2018, 2019）、ブランド研究の知見を

特定の地域や地域商品に援用する地域ブランド研究が繰り広げられたり（e.g. 小林 2016）、特定

のブランドを好む消費者の集団に注目したブランド・コミュニティ研究が展開されてきた（e.g. 

Muniz and O'Guinn 2001; 羽藤 2019）。 

このように、ブランド研究は様々な角度から研究が進められている。次に、消費者がブランド

から受け取る便益にはどのようなものがあるか、先行研究で明らかにされてきたことを整理した

い。 

 

２．ブランドから消費者が得られる便益 

消費者は特定のブランドを所有したり消費したりすることによって様々な便益を得ている。こ

こでは、ブランドが消費者に提供する便益を、ブランド論の第一人者である Aaker の議論を軸に

整理する。 

ブランドが消費者に与える恩恵として Aaker（1991）が挙げるのは「情報の解釈や処理の手助

け」、「意思決定時の確信」「使用の際の満足」といったものである。消費者はこういった恩恵を受

けることによって当該ブランドを継続的に購買したり、同じブランド名を冠した新商品を購買し

たりするため、ブランドは企業にとって長期継続的な競争優位をもたらすエクイティ（資産）、す

なわちブランド・エクイティであるというのが彼の議論である。このように、ブランド・エクイ

ティという概念を提示したことで、企業活動におけるブランドの重要性が認識されるようになり、

それから継続して実務家・研究者がブランドに高い関心を寄せている。 

Aaker（1996）はその後、ブランドが消費者に提供する具体的な便益を 3 つにまとめている。第

1 が、消費者に機能的な効用を提供する機能的便益である。第 2 は、購買や所有、消費に伴う感

情を揺さぶる情緒的便益である。第 3 は、他者への自己表現を可能にする自己表現的便益である。

こういった便益があるため、消費者の情報処理が容易になったり、使用の際により高い満足を得

られるといったことがあるわけである。Aaker（1996）はこれら 3 つの便益をブランドの価値提案

としてまとめ、この価値提案を通じてより強いブランドを作り上げることが可能になり、それが

競争優位の源泉になりうると議論する。なお、機能的便益については限界があり、模倣の容易性

や差別化の困難性を鑑みると、それのみではブランドを育てることが困難であることが指摘され

ている（Aaker 1996） 

それから 20 年後、彼のブランド研究をまとめた著書では上記の 3 つの便益に、社会的便益を加
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えることを主張している（Aaker 2014）。Aaker は社会的便益について、ブランドが消費者を社会

集団に属させることのみを指摘しているが、本稿ではブランドが消費者の社会的相互作用を促す

ことも含めて議論する。双方が、消費者同士の社会的関係を構築・維持することに寄与するため

である。前者についてはブランド・コミュニティのような特定ブランドを好む人々の集合の存在

を考えれば理解しやすい（Muniz and O'Guinn 2001）。一方後者は、ソーシャルメディアが普及し

た今日では、個人ではなく集団で商品を消費することも増えていることから重要だと考える。こ

ういった消費活動は TV ゲームのプレイ動画を YouTube やニコニコ動画、Twitch といった動画投

稿・共有サイト等に公開する、いわゆる「ゲーム実況」や「実況プレイ」、「ゲーム配信」2）と呼

ばれる行為に顕著に見ることができよう。1 人で遊ぶことが基本の RPG（ロールプレイングゲー

ム）のようなゲームでも、ゲーム実況によって複数人で相互作用しながら消費することが可能に

なったのである。こういった消費活動が増えた今日の市場環境を鑑みると、Aaker のいう社会的

便益も見逃すべきではないことは明らかであろう。 

しかし、田中（2017）のように、自己表現的便益と社会的便益を、顧客のコンセプトや社会観

に関する便益に寄与することから想像的便益という単独の概念にまとめている研究も見られる点

には留意したい。Aaker（1996, 2014）本人も、各便益間には関連が多く重複している部分もある

ことを指摘している点を考慮すると、こういった区分も考えることができよう。しかし、上述の

ように、消費者の社会的便益に関する関心が高まっており 3）、それは自己表現とは異なる欲求を

満たすことを考慮すると、田中のように 3 つにまとめるのではなくより細分化して検討していく

べきと本稿では考える。すなわち、ブランドが消費者に提供する便益は機能的便益、情緒的便益、

自己表現的便益、社会的便益の 4 つである。 

なお、ブランドが消費者に提供する便益については他にもさまざまな研究者が言及している（表

1）。表 1 からわかるように、便益や価値といった表現においては細かな点で違いが見られるが、

それらは大別すると機能に関わる便益、感情面に関わる便益、象徴的側面から生じる自己表現に

関する便益、そして他の消費者と結びつける社会的便益といった点について述べられていること

がわかる 4）。 
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表 1．ブランドが消費者に提供する便益や価値 

 便益・価値 

Park, Jaworski and  

MacInnis（1986） 

機能的便益・象徴的便益・経験的便益 

Roth（1995） 機能的便益・社会的便益・感覚的便益 

Aaker（1996） 機能的便益・情緒的便益・自己表現的便益 

Keller（1998, 2008） 機能的便益・象徴的便益・経験的便益 

Schmitt（1999） 感覚的経験価値・情緒的経験価値・創造的・認知的経験価値 
肉知的経験価値・関係的経験価値 

和田 5）（2002） 観念価値・感覚価値・便宜価値・基本価値 

Hsieh（2002） 感覚的便益・象徴的便益・功利的便益・経済的便益 

青木（2011） 機能的価値・象徴的価値・経験的価値 

Aaker（2014） 機能的便益・情緒的便益・自己表現的便益・社会的便益 

田中（2017） 機能的便益・情緒的便益・想像的便益 

 

３．ブランド・エクイティの源泉はなにか 

ブランドは消費者にさまざまな便益を提供することによって、企業に長期的な競争優位をもた

らす。では、消費者がさまざまな便益を享受できるのはなぜなのか。この点については、Keller

（1998, 2008）による説明が参考になる。彼は、消費者がブランドから受け取る便益はブランド間

で差が生じるが、それは消費者の評価が彼/彼女らが有するブランド知識の影響を受けるからだと

いう。たとえば、ブランド名がわからないときは品質を判断できなかったとしても、品質の高さ

で有名なブランドの商品であることがわかった途端に高く評価するといったことがある。以上の

ように、消費者の行う評価や判断には、彼/彼女らが有しているブランド知識が強く影響している

ことを Keller は主張した。なお、Keller によるこの議論は、顧客ベースのブランド・エクイティ

という概念で説明される。 

ここでブランド知識とは、消費者が有するブランド全般についての知識であり、ブランド認知

とブランド・イメージに分けることができる（Keller 1998）。ブランド認知はブランドを知ってい

るかどうか、ブランド・イメージはブランドの何を知っているかを示す。その双方が重要である

ことは明らかだが、本稿では後者のブランド・イメージに着目して議論を進めたい。ブランド認

知について注目する場合、認知度の高低が議論の要点になるが、それは高い方が望ましいといっ

たことが明らかなためである。 

さて、ブランド・イメージに注目すると、我が国ではこれを主眼に置いた研究が活発に行われ

てきたわけではない。そこで以下では、ブランド・イメージへの理解を深めるため、ブランド・
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イメージ研究がどのように展開されてきたのかを、先行研究のレビューを通じて明らかにしたい。

そして、ブランド・イメージ研究の今後の方向性について考察する。 

 

Ⅲ．ブランド・イメージ 

１．ブランド・イメージの定義 

ブランド・イメージはこれまでどのように定義されてきたのか。ブランド・イメージ研究のレ

ビュー論文をまとめた Plumeyer et al.（2017）によると、多くの研究では Keller（1993）や Aaker

（1991）による定義が採用されている。最も多く用いられている Keller（1993）の定義とは、「消

費者が有するブランドについての知覚であり、それは消費者の記憶にあるブランド連想が反映さ

れたもの（p.3）」である。このブランド連想は、記憶内にあるブランドに関するノードと結びつ

いた他の情報ノードのことを意味し、消費者が有するブランドについての意味も含んでいる

（Keller 1993, 1998, 2008）。この見解は、最新の Keller and Swaminathan（2019）でも変わらない。 

次に、Aaker（1991）はブランド・イメージと類似した概念としてブランド連想という概念を主

に用いている。そして、ブランド連想を「ブランドに関する記憶と「関連している」すべてのこ

と（邦訳 p.145）」、ブランド・イメージを「何らかの意味のある方法で系統立てられた一連の連想

（邦訳 p.146）」と定義する 6）。ここで Aaker はブランド連想とブランド・イメージを異なる概念

と捉えている一方で、その違いを明確には述べていない。両者が意味する事柄に大きな差異は見

られないため本稿では、ブランド連想とブランド・イメージを同義なものとして扱いたい 7）。 

以上のように、Keller による定義も Aaker による定義もブランド・イメージを広く捉えている

ことがわかる。この点についてはブランド・イメージ研究に先鞭をつけた Gardner and Levy（1955）

による定義、「消費者がブランドに対して持つアイデアや感覚、そして態度の集合（Gardner and 

Levy 1999, p.134）」も一致している。 

ここまで、ブランド・イメージ研究でよく用いられている定義を簡単に検討してきたが、どの

研究もブランド・イメージを広く捉えており、それぞれの間で大きな差異は見られないことがわ

かった。そこで本稿では、ブランド・イメージを簡潔に「ブランドから連想されるすべての事柄」

と定義しておきたい。このようにブランド・イメージを定義すると、それが意味する対象は極め

て広く多様になるが、1 つの研究でそのすべてを分析対象にすることは様々な制約により困難で

ある。では、先行研究ではブランド・イメージをどのように扱ってきたのか。 

 

２．先行研究ではブランド・イメージの何に注目してきたか 

ブランド・イメージに注目した研究では、ブランド・イメージをどのように分析してきたのか

を検討したい。Stern, Zinkhan and Jaju（2001）は、マーケティング研究や消費者行動研究において

イメージという概念がどのように用いられてきたかを網羅的に検討した結果、ブランド・イメー
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ジという概念の捉え方は大きく 5 つに分けられると述べる。第 1 は、上述したような一般的かつ

抽象的な捉え方である。第 2 は、シンボルのようなビジュアル面を重視した捉え方である。第 3

は、ブランドの持つ意味やメッセージに注目する。第 4 は、ブランドの人的側面いわゆるブラン

ド・パーソナリティを重視し、第 5 が、消費者がブランドに対して有する心理的な側面を強調す

る立場である。Stern らの他にも、古川（2016）はこれまでのブランド・イメージ研究を 3 つに大

別可能であると指摘する。それぞれ、原産国イメージや消費者エスノセントリズムのような原産

国ベースの研究 8）、ブランド・パーソナリティへ注目した研究、消費者がブランドから得られる

便益に基づくブランド・イメージの研究である。 

以上のように、ブランド・イメージの捉え方はその定義からもわかるように極めて多様である

ため、ブランド・イメージ研究といっても各研究で注目してきた点は一様というわけではないこ

とがわかる。ゆえに、研究対象としてブランド・イメージを取り上げるのであれば、どういった

側面に注目するのかを明解にしておく必要があろう。 

この点を受け、次に個別の研究を検討してみたい。ブランド・イメージはブランドから連想さ

れるさまざまな事柄を意味する。消費者個々人によって特定のブランドから連想する事柄は異な

るため、この概念をそのままブランド・イメージとして取り扱うことは困難である。実際、先行

研究では、定量的な調査でブランド・イメージという概念がそのまま用いられることは少なかっ

た。扱われた研究でも、ブランド・イメージの一側面に着目することが多い。たとえば、Martenson

（2007）は、小売企業の店舗イメージを低価格や品揃え、環境への配慮といった具体的な側面か

ら検討しており、そういった店舗イメージとその店舗で販売されている商品の製造企業に対する

イメージ、そして PB（プライベートブランド）のイメージから小売企業の企業イメージが構成さ

れると考えている。 

他にも、衣類のブランド・イメージに着目した研究ではカラフルかそうでないか、落ち着いた

雰囲気かどうかといった具体的なイメージに注目していたり（Faircloth, Capella and Alford 2001）、

腕時計のロレックスから得られる様々な便益（たとえば、機能的便益や自己表現的便益）に基づ

くブランド・イメージに着目した研究（Bian and Moutinho 2011）等見られるが、そこで示されて

いる尺度はすべて異なっており、各研究で重要と思われる側面のみを取り上げている。実際、ブ

ランド・イメージ研究を包括的にレビューした論文では、各研究で着目する視点が異なることが

指摘されている（e.g. Malik, Naeem and Munawar 2012; Plumeyer et al. 2017; Stern et al. 2001）。ただ

し、共通点もそこには見られる。各研究で、消費者の数だけブランド・イメージの数も増える可

能性があると論じられているのである。こういった事情により、ブランド・イメージといっても、

そのなかでどういった側面に着目すべきかを決めなければブランド・イメージ研究を行うことは

困難なのである。結果、先行研究では研究対象であるブランドで重要と思われる側面ないしは当

該ブランドが有する具体的なイメージのみに着目して研究を行ってきた。 
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ここまでのレビューから、ブランド・イメージという概念が示す対象が極めて多様であること

が明らかになった。しかし一方で、先行研究では、ブランド・イメージのなかでも特定の側面の

みが取り上げられて議論されてきたこともわかった。では、そういった研究はそのイメージをい

かに測定してきたのか。次節ではこの点を検討してみたい。 

 

Ⅳ．ブランド・イメージをいかに測定するか 

１．測定手法の分類 

前節ではブランド・イメージという概念の多様性を指摘し、先行研究でそのイメージをいかに

検討してきたかを議論した。ここでは、ブランド・イメージをどのように測定すべきかを考えた

い。測定手法は大別すると 2 つ、（1）調査主体が事前に想定した特定のイメージを調査対象者か

ら測定する方法と、（2）調査主体が事前の想定をせず、調査対象者が特定のブランドに対してど

ういったイメージを抱いているかを探り出す方法、に分けられる（Plumeyer et al. 2017）。前者は、

いわゆる定量的なデータとして特定のイメージの強さや概念間の影響関係を検討することに秀で

ている一方で、調査主体が考慮していないイメージを無視してしまうという欠点がある。後者は

定性的なデータとして調査主体が気付いていないイメージを把握できるが、多くの場合でそこで

の発見事項に基づいた追加的な調査や分析を行わなければ、より深い考察が行えないという欠点

がある。 

以上のように、測定手法については双方が欠点を有しているが、それぞれの手法を組み合わせ

る、いわばトライアンギュレーション 9）を行うことによって各手法が有する欠点を補いながらよ

り深い考察ができる（Cian 2011）。ゆえに、単独の手法に縛らないことが肝要であろう。次に、

これら双方の測定手法のなかから代表的なものをいくつか簡単にまとめる。 

 

２．定量的調査 

ａ．リッカート尺度 

ブランド・イメージの測定手法として最もよく用いられているのがリッカート尺度（Likert 

scaling）である（e.g. Cian 2011; Plumeyer et al. 2017）。これは、特定の質問に対して肯定か否定か

を、その程度を合わせて調査する測定手法である。たとえば、「このブランドはおしゃれである」

といった質問に対し、調査対象者は「とてもそう思う」「そう思う」「どちらでもない」「そう思わ

ない」「全くそう思わない」という 5 つの選択肢から回答を行う。それによって、調査対象者が当

該ブランドに対してどういったイメージを有しているかを探ろうとする。 

リッカート尺度を用いた研究では、イメージを測定するための尺度が多くの場合統一されてい

ないという欠点がある。換言すれば、各研究で異なる尺度が用いられている。ゆえに、先行研究

との直接的な比較が困難なのである。しかし、Martinez et al.（2009）のようにいくつかの研究で
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用いられているものも存在しているため、そういった尺度を用いれば先行研究と比較しながらの

考察も可能であろう。なお、リッカート尺度では 5 件法であれば 3、7 件法であれば 4 のように「ど

ちらでもない」といった項目を用意しておくことも多いが、Dolnicar and Grun（2013）によると、

そういった項目を用意すべきではない。ブランド・イメージを測定する場合、調査対象者が調査

対象のブランドをわからないときに「わからない」の代わりに「どちらでもない」を選択したり、

回答の負荷を減らすために当該項目が選択されるためである。それゆえ、「どちらでもない」といっ

た項目よりも、「わからない」といった項目を用意すべきという。 

 

ｂ．SD 法 

SD（Semantic differential）法は、「温かい – 冷たい」や「良い – 悪い」といった反対の意味を

有する形容詞・形容動詞を提示し、調査対象者にその対象の印象がどちらの形容詞・形容動詞に

より近いかをその程度を含めて回答させることで、当該ブランドへのイメージを把握する測定手

法である。一般に、その程度については 5 段階または 7 段階が用いられることが多い。リッカー

ト尺度との使い分けであるが、ブランド・イメージを探索的に調べる場合は SD 法がより適して

いるという指摘もある（Low and Lamb 2000）。 

 

伝統的 SD 法 

ブランド 1 

派手な ： ： ： ： ： ： 地味な 

美しい ： ： ： ： ： ： 汚い 

ブランド 2 

派手な ： ： ： ： ： ： 地味な 

美しい ： ： ： ： ： ： 汚い 

 

修正版伝統的 SD法 

       派手な                 地味な 

ブランド 1 ： ： ： ： ： ：  

ブランド 2 ： ： ： ： ： ：  

       美しい                 汚い 

ブランド 1 ： ： ： ： ： ：  

ブランド 2 ： ： ： ： ： ：  
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グラフィックポジショニング法 

ブランド 1                  ブランド 2 

派手な  地味な 

ブランド 1    ブランド 2 

美しい  汚い 

図 1．３つの SD 法 

 

なお、SD 法にはいくつか種類があり、代表的なものは以下の 3 つである（Golden, Albaum and 

Zimmer 1987）。第 1 は、上述の伝統的 SD 法（Traditional semantic differential scale）である。第 2

は、修正版伝統的 SD 法（Modified traditional semantic differential scale）である。前者は特定のブ

ランドに関するすべての属性をブランドごとに調査するが、後者は属性ごとに特定のブランドが

どの程度当該イメージに当てはまるかを調査する。第 3 は、グラフィックポジショニング法

（Graphic positioning scale）と呼ばれ、図示化されたスケール上のなかで、特定のブランドがどの

程度当該イメージに当てはまるかを調査する。この際、比較対象のブランドすべてが同じ次元で

評価される。それぞれ、図 1 のように表される。以上のように SD 法にはいくつか種類があるも

のの、それらを比較した研究ではその結果に大きな差は見られないという結論が得られている

（Churchill and Peter 1984; Narayana 1977）。 

SD 法はブランド・イメージ研究でもよく用いられているものの、リッカート尺度と同じく共

通の尺度が用いられることは少なく、他の研究との比較が困難であるという欠点を有する。 

 

３．定性的調査 

ａ．自由連想法/自由選択法 

消費者がブランドに対していかなるイメージを有しているかを測定する場合、多く用いられる

のが自由連想法（Free-association technique）と自由選択法（Free-choice technique）である。前者

は、調査対象者に対し何らかの刺激（たとえば、ブランド名）を与え、そこから連想される事柄

を書き出す/話をしてもらう測定手法である。後者は、調査対象者に対してブランド名やイメージ

が書かれたリストを提示し、記載されているブランドから連想するイメージを選択してもらう測

定手法である。それぞれ基本的な測定手法は似ているが、自由連想法が調査対象者自らが容易に

言語化できるイメージを測定できる一方で、自由選択法は調査対象者が容易には思い浮かばな

かったようなイメージを抱いている可能性があることを把握できる。なお、認知度調査等に用い

られる純粋想起とは異なる点に留意したい。 
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ｂ．インタビュー/ディスカッション 

自由連想法や自由選択法以外にも、インタビューやディスカッションを中心にブランド・イメー

ジを測定することがある。たとえば、フォーカスグループがその一例である。フォーカスグルー

プは少数、たとえば 7,8 人の調査対象者を特定の場所に集め、彼/彼女らに特定のテーマについて

自由に意見交換をしてもらうことで、リラックスした雰囲気で調査対象が有するブランド・イメー

ジを把握することを目指す。フォーカスグループでは、ある調査対象者の発言が気になったとし

ても、流れを止めて雰囲気を悪くすることは調査の目的にそぐわないため、質問攻めにしたりす

ることが難しい。それゆえ、そこで把握したイメージは表層的なものになってしまう恐れがある。

そこで、より深くイメージを探り出すために行われるのが深層面接である。 

深層面接では多くの場合、調査目的に沿った大まかな質問を事前に用意しておき、調査対象者

の回答に応じて詳細を確認する半構造化インタビューが行われる。調査対象者の心理を深堀りす

ることによって、調査対象者自身が気づいていないイメージを探り出すことが可能になる。一方

で、深層面接は解釈が調査主体の主観に頼ることが多く、発見事項の一般化が困難であるという

欠点を有する。 

 

ｃ．プロジェクティブテクニック 

調査対象者がうまく言語化できないイメージを測定することを主眼とした測定手法もある。た

とえば、プロジェクティブテクニック（Projective techniques）がそれである。これは、いわゆる

投影法のことで、調査対象者に対して抽象的で曖昧な質問を行うことで、深層心理を探り出すこ

とを目的としている。 

たとえば、Cian and Cervi（2011）や Hofstede et al.（2007）はこういった目的を達成するため、

芸能人や職業（株主や教授、庭師等）のなかで特定のブランドと似た人（職業）を集めてもらい、

その分類軸や分類方法について分析することによって消費者自身が気づいていない、かつ、うま

く言語化できないイメージを把握しようとした。こういった手法を用いることによって、消費者

自身がうまく言語化できないイメージを捉えることが可能になるかもしれない。しかし、プロジェ

クティブテクニックも、実施が困難であり、発見事項の客観性を確保することが難しいという欠

点を有する。 

 

４．代理変数による測定 

最後に、ブランド・イメージを代理変数を用いて測定する手法についても触れたい。この点は

本来であれば、定量的調査や定性的調査に含めて議論すべきではあるが 10）、ブランド・イメージ

を直接測定してきたこれまでの議論とはやや性質が異なることから独立した項を設けて確認して

おく。 
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ブランド・イメージの代理変数として用いられることが多いのが、ブランド・パーソナリティ

である（e.g. Aaker 1997; Hosany et al. 2006）。ブランド・パーソナリティとは、ブランドが有する

人的特性の集合であり（Aaker 1996）、ブランドを人のように捉える概念である。この概念自体は

1980 年代に Plummer（1984/1985）によって提唱されているが、本格的に注目されるようになった

のは Aaker（1997）によってブランド・パーソナリティの 5 次元性が説かれ、尺度が提示されて

以降である。Aaker（1997）によると、ブランド・パーソナリティは（1）誠実さ、（2）刺激、（3）

能力、（4）洗練、（5）たくましさといった各要素が組み合わさることによって成り立つ。ここで

留意すべきは、ブランド・パーソナリティは単独の要素の有無で成り立つわけではなく、各要素

の高低の組み合わせから構成されるという点である。 

Aaker（1997）の提唱した 5 次元以外にも、ブランド・パーソナリティには他の要素が存在する

ことが指摘されている。たとえば、日本のブランドないしは日本人はブランドのパーソナリティ

のなかでも恥ずかしいや控えめといった「内気」要素に注目していることが示されている（松田 

2001）。他にも、Aaker, Benet-Martinez and Galorera（2001）は「たくましさ」ではなく、「平和」

が日本独自の因子として挙げられることを述べている。 

以上のように、ブランド・パーソナリティについてもある程度の多義性が存在することは指摘

されている。しかし、久保田（2010）がブランド・パーソナリティが提唱され、尺度が開発され

たことによってブランド・イメージを測定することが可能になったと指摘しているように、ブラ

ンド・パーソナリティを用いてイメージを検討していくことも可能であろう。ただし、ここで留

意すべきは、そこで測定することが可能になったのはあくまでも、人のイメージと対応性のある

側面のみであるという点である（久保田 2010）。上述してきたように、ブランド・イメージが意

味する対象は極めて広いことを考慮すると、人の側面から検討することもブランド・イメージ研

究を進めていく上では大いに意義があるといえる。また、ブランド・パーソナリティについては、

Aaker（1997）の尺度が多くの文献上で用いられているため、先行研究との比較が可能である点も

高く評価できよう。 

 

Ⅴ．ブランド・イメージは消費者にどのような影響を与えるか 

ここまで、ブランド・イメージの重要性やその概念の捉え方、測定手法について検討してきた。

最後に、ブランド・イメージが消費者に及ぼす具体的な影響について簡単に確認して本稿を終え

たい。ブランド・エクイティの源泉はブランド知識とりわけブランド・イメージであることを鑑

みると、ブランド・イメージは消費者に 4 つの便益を提供していることがわかる。それぞれ、機

能的便益、情緒的便益、自己表現的便益、社会的便益である。機能的便益としてはたとえば、Aaker

のいうブランド・パーソナリティの 5 次元因子のうちの 1 つ、能力といった因子がブランドが有

する能力への信頼性に強く影響を及ぼしていることが明らかにされている（Ghantous 2016）。換
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言すると、能力があると思われているブランドほど消費者から信頼されるのである。そしてその

ブランドへの信頼が満足やロイヤルティにつながる。 

他にも、情緒的便益としては、特定のブランドの商品を所有したり消費したりすることによっ

て感情が高まることは広く知られていよう。Kapferer（2015）は、ラグジュアリーブランドいわ

ゆる奢侈的な財の所有や消費には快楽的価値のような情緒的側面が強く影響していることを述べ

ている。一方で、どういった具体的なイメージが特に情緒的便益を促すのかといった点について

触れている研究は管見の限り見当たらない。 

自己表現的便益は、ブランド研究の中でも特に注目されてきた概念である。ただし、先行研究

では特定のブランド・イメージと自己表現的便益との間の影響関係は議論されていない。調査に

おいては、調査対象である消費者と特定のブランドそれぞれが有するアイデンティティの類似度

のみを直接的に測定することが多く、その類似度が高いことがブランドとの結びつきの強化に寄

与することが示されてきた（e.g. Aheame, Bhattacharya, and Gruen 2005; Brown, Barry, Dacin, and 

Gunst, 2005; Homburg, Wieseke, and Hoyer 2009）。 

社会的便益については、クチコミ研究やブランド・コミュニティ研究を中心に研究が進められ

てきた。しかし、上述の自己表現的便益と同じく、どういったイメージが社会的便益との関わり

が強いのかについては議論がされてこなかった。それよりもむしろ、クチコミを行う消費者の動

機や消費者がブランド・コミュニティに参加する動機、そしてクチコミやコミュニティへの参加

を通じた消費者の態度や行動面での変化ばかりが注目されている（e.g. Berger 2013; Hennig-Thurau 

et al. 2004; 羽藤 2019, 2020）。 

他にも、各便益を通じた結果とした生まれる顧客満足やロイヤルティにブランド・イメージが

影響を及ぼすことがいくつかの研究で指摘されている。たとえば、Martenson（2007）は、小売企

業の店舗イメージや企業イメージが顧客満足や店舗へのロイヤルティに影響を及ぼすことを経験

的に示している。Brakus, Schmitt and Zarantonello（2009）も同様に、ブランド・パーソナリティが

顧客満足やロイヤルティを促すことを明らかにしている。 

以上のように、ブランド・イメージが消費者に影響を及ぼすことは知られているものの、具体

的にどういったイメージが特定の便益と結びついているのかといった点についてはまだ明らかに

されていないことが多いことがわかる。 

 

Ⅵ．おわりに 

本稿は、ブランド研究やブランド・イメージ研究を包括的に検討し、ブランド・イメージに注

目すべき理由、ブランド・イメージという概念の定義や捉え方、測定手法、消費者に与える影響

を幅広く検討してきた。最後に、それらを簡単に振り返り、ブランド・イメージ研究の今後の方

向性を議論したい。 
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Aaker（1991）がブランド・エクイティを提唱して以降、ブランドへの注目は世界的に高まった。

そして、ブランド・エクイティの源泉がブランド知識であることが Keller（1993）によって指摘

されたことにより、ブランド・イメージに注目することの意義が多くの研究者の間で共有された。

そのなかで様々な角度からブランド・イメージ研究は進められてきた。まず、そこで議論されて

きたブランド・イメージとはブランドから連想される様々な事柄を示す。すなわち、ブランド・

イメージという概念が示す対象は極めて広い。それゆえ、個別の研究でブランド・イメージのす

べてを捉えることは困難であった。そこで研究対象としてブランド・イメージに注目するのであ

れば、ブランド・イメージの何に注目するのかを明示的に語る必要があった。 

ブランド・イメージで注目すべき側面を明確にした後、それを測定する必要がある。先行研究

では多くの場合、リッカート尺度や SD 法といった定量的調査、インタビュー/ディスカッション

といった定性的調査が用いられるが、それらの分析手法は組み合わせて用いることがより有効で

ある。定性的調査で調査対象のブランドが有するイメージをいくつかに絞り、そのイメージを定

量的調査で測定することによって各イメージが消費者や企業に与える影響を経験的に検証するこ

とが可能になる。先行研究でも、ブランド・イメージが消費者に与える影響についてはいくつか

検討がされており、本稿でもそれらを簡単にまとめている。 

最後に、ブランド・イメージ研究が抱える課題と今後の展望について考えたい。ブランド・イ

メージ研究が解決すべき課題はいくつか考えられるが、そのなかで最も重要と考えられるのが統

一的な測定手法ないしは測定尺度の開発である。先行研究のレビューを通じて、各研究で用いら

れているブランド・イメージを測定するための手法が異なる、また、同一手法だったとしても尺

度が異なるために研究間での直接的な比較が困難であることが明らかになっている。それぞれの

手法が異なる利点や欠点を有していることを考慮すると、特定の手法のみを採用して研究が進め

られていくことが必ずしも正しいとはいえない。しかし、統一的な尺度や測定手法が用いられる

ことによって得られる知見も多いであろうことを鑑みると、より多くのブランドに適応した測定

手法ないしは測定尺度の開発が必要であると考える。 

第 2 は、ブランド・イメージが消費者に与える影響についての検討も求められよう。Keller の

指摘にあるように、ブランド知識とりわけブランド・イメージがブランド・エクイティの源泉で

あるという点についてはブランド研究における共通認識となっている。しかし、実際にその影響

関係は経験的に検証されてこなかった。それゆえ、ブランド・イメージのどういった側面が消費

者がブランドから得られる便益（機能的便益・情緒的便益・自己表現的便益・社会的便益）に影

響するのかが解明されていない。この点を明らかにすることができれば、企業のブランディング

に大きな貢献をすることができよう。企業は自社が高めたい便益を念頭に、いかなるブランド・

イメージを消費者に伝達すべきかを考えることができるためである。 

ブランド・イメージはこれまで様々な角度から研究が進められてきた。しかし、未だ十分に議
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論されていない点もある。今後はブランド・イメージの測定手法や測定尺度、そして各イメージ

が実際にどういった影響を消費者に及ぼすのかといった視点からの研究が期待されよう。 

 

※本稿は JSPS 若手研究 20K13632 の助成を受けたものです。 

 

注 

1） ここで議論するブランドとは「何らかの意味を持つ記号情報の集合（羽藤 2019，p.12）」のことである。 

2） 配信者がプレイしている動画を視聴して楽しむ行為のことである（日本経済新聞 2015）。 

3） 久保田（2019）はブランドとの関係性が個人のみに帰属している場合（私のブランド）と、他者とも共

有されている場合（私たちのブランド）があることを指摘しているが、社会的便益への注目の高まりは

ブランドとの関係性が私のブランドから私たちのブランドへと変化していることを示唆していよう。こ

の点について、ブランド・コミュニティに参加する消費者を念頭に置けば、私のブランドよりも私たち

のブランドと捉えられる方がよりロイヤルティにつながることが指摘されている（羽藤 2020）。 

4） 消費者が受け取る便益や価値ではなく、そういったものを生み出す機能といった側面を取り上げて議論

する研究者も見られる（e.g. Kapferer 2000; 青木 1999; 石井・嶋・栗木・余田 2013; 小川 2009; 小林 2016）。

本稿では、便益や価値といった消費者が受け取るより具体的な側面について論じる。 

5） 和田（2002）は、感覚価値と観念価値が混ざり合ったものこそがブランド価値だと指摘し、製品力を超

えた何らかの付加価値としてブランド価値を説明している。 

6） 消費者がブランドをどう捉えているかを示すブランド・イメージは、企業が消費者に抱いて欲しいイメー

ジを意味するブランド・アイデンティティとは決定的に異なることに留意しておきたい（Aaker 1996）。

ブランド・イメージとブランド・アイデンティティは類似した概念である一方で、それぞれで連想され

ることが同じになることは少ない（陶山・梅本 2000；新倉 2002）。企業はブランド・アイデンティティ

をブランド・コミュニケーションを通じて消費者へ訴求しようとするが、それを受け取る消費者の解釈

には競争業者のコミュニケーションや知識量、コンテクストといったバイアスがかかっているためであ

る。ブランド・アイデンティティとブランド・イメージのギャップを解消するために行われているのが

企業によるブランド・コミュニケーションであり、近年は消費者がブランドを通じて得られる経験を包

括的に管理するブランド・エクスペリエンス研究が注目されている（青木 2006）。なお、Aaker（2014）

は後の研究で、ブランド・アイデンティティをより直感的に理解しやすいブランド・ビジョンという表

現で説明している。ただし、今日でもブランド・アイデンティティという表現の方がより広く用いられ

ているため、本稿でもブランド・アイデンティティという表現を用いている。 

7） ブランド研究を包括的にまとめた田中（2017）でもブランド・イメージはブランド連想と同義であるこ

とが指摘されている。 

8） カントリー・オブ・オリジンやカントリーバイアスについては古川・寺崎（2018）や寺崎（2019）が詳

しい。 

9） トライアンギュレーションについては佐藤（2002）に詳しい。 

10）ブランド・パーソナリティを用いる場合、その多くはリッカート尺度が用いられている。 
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